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1．はじめに
　Quality　of　Life（以下，　QOL．と略称）の研究は，通常，個人レベル，家族レベル，コミュニ
ティ・レベル，社会レベルそれに国レベルという分析単位のいずれかで行われている（Sirgy
2001）。たとえば，国連開発プログラム（UNDP）は国レベルのQOLを測定するために，人間
開発指数を開発している。それは一人当たりのGDP，平均寿命，就学率という尺度から，国単
位の客観的な測定を行っている。また，世界保健機構（WHO）は，　QOLを「個人が生活する
文化や価値観の中で，目標や期待，基準や関心に関わる自分自身の人生の状況」と定義して，
WHOQOLを開発し，5つの領域（身体的健康・心理的状態・自立レベル・他者との関係・環境）
の33側面について測定している。さらに，個人レベルの中でも，日本では高齢化の進展ととも
に，高齢者のQOLが関心を集めており，冷水豊（1995）は，高齢者のQOLの指標の開発と活
用を提言している。そのほかにも多くの指標が開発されてきている（Sirgy　2001）。
　これらに比べて，コミュニティという集団レベルでの研究は比較的遅れていると思われる。相
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対的に少数であるが，コミュニティ・レベルの代表的な研究に，Hovik（1992）がある。その研
究の特徴は，QOL概念の構造を明らかにするために，デルファイ法を用いている点である。コ
ミュニティの人口統計学的特性，社会経済的指標，それに社会文化的特性を吟味し，QOLを構
成する不可欠な15の変数を抽出し，それを基礎としてコミュニティにおける知覚されたQOL
を測定している。また，Mckee¢‘磁（1997）は，米国の南東部および南西部に位置するコミュ
ニティをサンプルとして研究を行っている。その研究では，コミュニティ開発文化がそのコミュ
ニティの経済開発の成果に重要な役割を果たしているという知見を提供している。しかし，これ
らの研究は，米国におけるコミュニティの研究であり，そのまま他の国のコミュニティへ適用す
ることはできない。特に，客観的な統計データが十分に揃っていない国のコミュニティのQOL
の場合は，適用は不可能といわざるを得ないといった限界点を有している。
　そこで，本研究では，デルファイ法を用いたQOL調査方法を開発することを第1の目的とし
たい。この方法は，開発途上国における調査にも利用可能であるという利点を持っている。加え
て，コミュニティQOLを姉妹都市交流の観点から分析することを第2の目的とする。病気になっ
て健康の意義を見出すように，他国のコミュニティに暮らした経験のある人は，自分のコミュニ
ティのQOLを客観視できると考えたからである。つまり，コミュニティのインサイダーであり
ながら，アウトサイダーの視点をもっているのが姉妹都市交流者であるといえよう。この姉妹都
市交流者を“コミュニティQOLの専門家”と規定して，デルファイ調査を実施したい。それら
の専門家のデルファイ法による討論により，自分のコミュニティの問題点と改善点を導出するこ
とができるのではないだろうか。自治体国際化協会によれば，2006年9月30現在，わが国の姉
妹提携件数は1546にのぼっている。このデルファイ法によるQOL調査方法は，多くのコミュ
ニティにおいて利用可能であり，公共の福祉に資するような形で，コミュニティQOLを増進す
る方策を提言できると確信している。
　具体的にいえば，この研究成果により，自治体において公共政策の立案を担当する者は，効果
的な資源配分を考える際のガイドラインを得ることができるであろう。また，消費者としての住
民は，消費生活の質の向上に資するような賢い購買決定を行う際のガイドラインを得ることがで
きると思われる。さらに，コミュニティのビジネスに携わる人々は，コミュニティの経済的開発
ばかりでなく，社会的な開発に貢献するような方策を考える際のガイドラインを得ることができ
ると考える。
2．研究目的と方法
　本研究におけるコミュニティQOL，コミュニティの自然環境及び人工環境双方の外部環境に
おける種々の要因との関係の結果もたらされる生活における達成感，幸福感，または満足感と暫
定的に定義したいと思う。つまり，より良い環境に暮らし，そこに自ら参画して利益を享受する
能力が高ければ高いほど，我々の達成感，つまりQOLは高くなると言えるであろう。その一方
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で，低いQOLは質の高い生活のための重要な要素が欠けていたり，周辺環境に好ましくない要
素が含まれている場合に見られるといえよう。自然環境においては，公害や緑地・公園の不足等
がQOLの低下原因となり得るし，人工環境では混雑や質の低い住宅，犯罪，疎外感といった要
素はQOLに悪影響を及ぼすであろう。個人の環境への参画という観点からは，健康を害してい
たり，社会において徹底的な差別に遭っている場合，周りの環境から利益を享受することが難し
くなる可能性がある。
　一方で，高い生活の質を得られる場所とは何よりも，自然・人工環境双方が個人の気持ちを和
ませるものであると同時に刺激を与えるものであり，なおかつ個人の環境への積極的な参画を促
し，かつ保証するようなものであると言える。簡単に言えば，QOLが高ければ高いほど，人々
はより高い満足感や達成感を得られるのである。
　本研究では，ランド・コーポレーションのHelmer　and　Rescher（1959）によって開発された
デルファイ法を用いる。それは，確定し難いもしくは未知の，将来における事実や展望について，
「専門家」による議論から情報を取得するという方法である。米国において開発された方法であ
るが，日本では，このデルファイ法を使って，40年以上にも渡り，経済界の技術的変化を予測
し，産業界に対してどの分野への投資を行うべきか提言してきた。しかしながら，どの手法も完
壁ではない。日本の科学技術に関するデルファイ研究はその約3分の2が正しいものであったと
推定されている。この正解率は非常に高いものであったたあ，多くの国が，例えばドイツやイギ
リス，またアメリカも，この日本のアプローチを導入するようになってきている。
　このように，デルファイ研究は技術開発とその変化の予測という分野で行われてきたが，この
手法はこの分野の研究にとどまらず，他の分野としては，例えば交通計画，環境，都市開発，そ
の他さまざまな課題に，この手法が使われている。それぞれの分野において，現状では未知であ
りかつ従来のリサーチ方法では容易に知り得なかった事象について理解する試みが行われている。
　実践面の視点から見ると，デルファイ法というのは，選ばれた専門家たちによる議論を通じて
特定のテーマについて，しっかりとした結論を導き出すことを目的としたものであると言える。
この場合の結論は必ずしも統一されたものである必要はない。また，ここで行われる議論は調査
員の管理の下，実施される。これらの議論の中では，パネリストは匿名のまま，調査員が用意し
た回答用紙やアンケートといった道具を使って，文字媒体で他のメンバーとコミュニケーション
をとることになる。そしてこれらの資料はまず調査員に提出され，調査員の手によって他のパネ
リストに共有される。これによりある特定のパネリストが議論を支配するのを防ぐことができる
のである。このプロセスは，ある意味，単に自由形式のインタビューに基づいて情報を収集する，
標準的手法と似通っているが，重要な違いは，デルファイ法において，パネリストたちは数回の
議論を重ねることによって，調査員の手助けとコントP一ルによって，他の全てのパネリストた
ちと考えや結論を共有することができ，もし匿名の他のパネリストが未知の事象や未来について，
より説得力のある意見を述べていると判断した場合は，彼らは自らの回答を変更できるという点
にある。
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デルファイ法を使用する際には，以下の点に留意して行われる。
（848）
（1）管理された議論を通して，特定のパネリストが議論の流れを支配またはコントロールする
　ことなく，自由に情報交換を図ることができる。
②　各パネリストは異なる情報を持ち寄り，それらを共有し，さらに議論・検討を重ねること
　によって，個々の別々の情報より全体としてより良い結果を生み出す。
（3）多数派に賛同しない少数派が意見を変える必要性やプレッシャーを感じることがない。少
　数派の意見は多数派の意見と同じように価値のあるものである。
（4）すべての議論は匿名で行われるため，他の参加者に賛同することによって得られる直接の
　社会的利益は存在しない。
⑤　同じように，票の交換取引は不可能ではないにしろ，困難である。なぜならすべてのコミュ
　ニケーションおよび議論は調査員によってコントロールされているためである。
　本研究で使用される質問票は，明治大学社会科学研究所の総合研究において，メンバーの一人
であったウエスタン・ワシントン大学（WWU）のBuckley准教授と共同で作成されたもので
ある。まず英語版を作成し，それを翻訳する形で日本語版を作成した。作成に際しては，Brislin
（1986）の提示したバック・トランスレーションの手法を用いて，意味の同一性が確保されるよ
うにつとめた。明治大学の学生とWWUの学生に対して予備調査を行い，質問票を改良する作
業を行った（Buckley　and　Takahashi　2008）。
　デルファイ法による調査の実施方法およびプロセスは以下のとおりである（図1参照）。
　　　　　　　　　　館山市　　　　　　　　　　　　　　　　　ベリンハム市
　　　　　　　　　ラウンド1　　　　　　　　　　　　　　　　　ラウンド1
図1　リサーチのプロセス
（1）特定のコミュニティのメンバー（姉妹都市交流経験者）をパネリストとして募集する。選
　ばれたメンバーは，そのコミュニティにおけるQOLの傾向については専門家であると想定
　する。約60名（たとえば日本人30名と米国人30名）がパネルに参加する。
（2）パネリストたちはそれぞれランダムに作成した電子メールアカウントを与えられる。それ
　を使用することによって，匿名性を保ちながら調査員と連絡を取ることが可能になり，調査
　員を通して他のパネリストたちとも匿名のままコミュニケーションを図れる。パネリストた
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　ちには他のメンバーが誰かということも，他のメンバーの電子メールアカウントも知らせる
　ことはない。
（3）ラウンド1：第1回アンケートの資料が調査員によってすべてのパネリストに電子メール
　で送られる。パネリストたちは数日のうちに回答するよう求められる。
（4）調査員は提出された回答を評価・要約した上で結果をWebページに掲載する。
㈲　ラウンド2：第2回アンケートの資料がすべてのパネリストに電子メールで配布され，上
　記のWebページを閲覧の上，それに対する反応や意見を述べるよう求められる。第2回ア
　ンケートを行う手助けとして，パネリストたちには，第1回アンケートで調査員に電子メー
　ルにて提出された彼らの回答を添付として送り，必要に応じて1回目の回答を思い出したり，
　見直したりできるようにする。
（6）調査員は再び回答を評価・要約した上でWebページを更新する。
（7）ラウンド3：第3回アンケートの資料が指示と共に送られる。パネリストたちは再度
　Webページの結果について意見を述べるよう求められる。また前回と同じように，今回も
　アンケートを行う上での参考資料として以前の回答が合わせて送られる。
（8）調査員は回答を評価・要約し，Webページを更新する。
（9）ラウンド4：第4回アンケートー最終回一ではパネリストたちはWebページに表示
　されている情報に基づいて以前提出した回答を変更したいかどうか尋ねられる。
qO）最終評価が調査員によって行われ，最終結果が掲載される。
（11）調査実施後の評価として，各パネリストは用紙を電子メールにて渡され，今回の調査手順
　について評価するよう求められる（わかりにくいところはなかったか，改善点はあるか，追
　加すべき項目はあるか，削除すべき項目はあるか等）。またパネリストたちはそれぞれどの
　ように自らの結論に至ったか，尋ねられる（調査員から与えられた資料のみで判断したか，
　自分自身で何か調査をしたか，他の人と結論について議論したか，どのパネリストがどのパ
　ネリストか特定できていたか等）。
3．ラウンド0調査の準備
　デルファイ法によるQOL研究を行い，調査票の精緻化を行う作業を通して，　QOL測定にお
ける問題点の洗い出しとデルファイ法自体の方法論としての利点と限界点を明らかにするために，
千葉県の館山市とその姉妹都市であるワシントン州のベリンハム市において調査を行った。
　館山市のパネリストの募集は，市役所の国際交流部門ならびに国際交流協会を通して行われた。
参加者は29名であり，多くの市役所の職員〔1）が含まれている。
（1）QOLとメンタルマップに関する先行研究（藤目1993）では，市の現状を把握している専門家として
　市役所の職員を調査対象としている。
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　今回の調査では，2つの理由からWebページを用いずに，内容をメールで送付することとし
た。1つ目の理由は，明治大学の学生を対象にした予備調査において，Webページを閲覧せず
に回答をした人が数名いたこと。もう1つの理由は，今回のパネリストの中にWebに不慣れな
人が多いことが事前にわかったからである。
　予算ならびに時間の制約により，ラウンド1からラウンド3までは，日米で独立して調査が行
われ，ラウンド4については統一して行うこととした。調査期間については，ラウンド1は2006
年7月に実施ラウンド2は2006年9月に実施，そしてラウンド3は2006年11月および12月
に実施した。なお，ラウンド4は2008年10月に実施予定である。パネリストについては，参加
者数は29名，ラウンド1の回答者数は27名，ラウンド2の回答者数は19名，ラウンド3の回
答者数18名であった。
4．ラウンド1の実施と集計結果
　ラウンド1は2006年7月に実施し，回答者数は27名であった。ラウンド1の質問票は，3つ
のパートから構成されている。パート1はパネリストの渡米経験などのバックグラウンドについ
ての部分であり，パート2はQOLについての部分である。パート3は，ベリンハム市への交流
訪問に基づく，QOLを向上させるためにベリンハム市から館山市が学べる提言とその理由につ
いてである。
（1）パート1の集計
まず，パネリストのバックグラウンドについての集計結果から見ていくことにしよう。
①渡米回数については，1回が10名，2回が5名，3回が6名，4回が1名，6回以上が5名。
②ベリンハム市への訪問回数については，1回が17名，2回が4名，3回が2名，4回が1
　名，5回が1名，6回以上が2名。
③初めてベリンハム市へ行った時期については，2001年から2006年までが5名，1995年か
　ら2000年までが12名，1994年以前が10名。
④初めての訪問の滞在期間については，1週間未満が1名，1週間以上2週間未満が9名，2
　週間以上3週間未満が11名，3週間以上4週間未満が4名，4週間以上が2名。
⑤初めての訪問の際の交流の種類については，市役所の人事交流が20名，教育交流が3名，
　友好・観光交流が3名，他の交流が1名。
⑥これまでのベリンハム市への訪問の目的（複数）は，職業開発が7名，教育上の機会が5
　名，文化交流と新しい友人作りが18名，英語の訓練が7名，その他の目的が10名。
⑦ベリンハム市に関する訪問前の知識の程度と期待の差については，まず訪問前の知識に関
　して，「ベリンハム市に訪れる前，あなたはどのくらいベリンハム市について知っていまし
　たか？」という質問文を示し，1＝全く知らない，10＝非常によく知っている，という10点
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　尺度で回答を求めた。集計結果は，平均値が2．89，標準偏差が1．48，で低い値となった。次
　に，「あなたがベリンハム市に到着した時，それは期待していたものと異なりましたか，そ
　れとも同じでしたか？」という質問文を示し，1＝期待どおり，10＝全く異なっていた，と
　いう10点尺度で回答を求めた。集計結果は，平均値が3．37，標準偏差が2．76，で低く期待
　に近い値となった。事前によく知っているほど期待通りであるという仮説を設定し，相関分
　析を行った。その結果は，相関係数が一．178で統計的に有意でなく，仮説は採択されなかっ
　た。
⑧性別については，男性が21名，女性が4名，不明が2名。
⑨年齢については，20歳から29歳以下が2名，30歳から39歳以下が6名，40歳から49
　歳以下が14名，50歳から59歳以下が5名。
（2）パート2のQOLについての集計
　われわれは先行研究を参照し，議論した結果として，11のQOL項目を選定した。具体的には，
特定の生活領域として1から6と11を，特定の階層として8から10を採用した。パネリストは
基本的には短期的な滞在なので，評価が難しいと考えられる健康領域，仕事領域については割愛
した。教育領域は語学研修などを渡米目的としていることが想定されるので，教育領域を採用し
た。回答を求めたベリンハム市の項目は以下のとおりである。なお，（　）内は，略称である。
????????????? ? ? ?住居について（住居QOL）
交通について（交通QOL）
公園と野外レクリエーションの機会について（公園とレクQOL）
余暇と娯楽活動の機会について（余暇と娯楽QOL）
教育を受ける機会の豊かさについて（教育QOL）
買物の機会について（買物QOL）
個人の安全と安心感について（安心QOL）
家族にとっての環境について（家族QOL）
子供にとっての環境について（子供QOL）
退職した人（お年寄り）にとっての環境について（退職者QOL）
コミュニティ意識とボランティア精神について（コミュニティQOL）
総合的な生活の質について（総合QOL）
その他のQOL指標について
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①QOLの類似性
?????
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表1館山市とベリンハム市の各QOLの違い
（852）
???????? ?????????????????? ??????ュ ィ????? ?????????
　まず，2つの市のQOLを比較するために，類似性を尋ねた。すなわち，2つの市でどの程度
類似（相違）していると思うかについて，「全く同じ」を1，「全く異なる」を10として，回答
を求めた。その平均値は，表1のとおりである。表1からも明らかなように，「買物QOL」，「安
心QOL」が類似していると感じ，「公園とレクQOL」や「住居QOL」が相違していると感じて
いることがわかる。
②QOLの良好さ
表2館山市とベリンハム市の各QOLの良好さ
900．0
800，0
700．0
600．0
500．0
400．0
300．0
200．0
100．0
0．0
一◇一館山市
¥ベリンハム市
????????????????????? ????????? ??ュ??ィ???
次に，1，000点満点で，それぞれの市について当該のQOL指標でどの程度良好かを尋ねた。
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その平均値は表2のとおりである。図表に示されているように，安心QOLを除いて，いずれも
ベリンハム市のQOL項目のほうが高い値となっている。特に，差が大きい項目を挙げると，
「公園とレクQOL」，「余暇と娯楽QOL」，「交通QOL」などとなっている。あまり差がないもの
としては，「買物QOL」，「家族QOL」，「子供QOL」，「退職者QOL」などがある。
③相関分析の結果
表3　相関係数
住居 交通 公園と激N
余暇と
竓y 教育 買物 安心 家族 子供 退職者
コミュ
jティ
総合
Pearsonの相関係数1 ．408宰 ．387＊ ．502＊象 ．151 404零 ．238 ．433＊ ．567騨．307 ．240 ．591林
住居 有意確率（両側） ．035 ．046 ．008 ．462 ．036 ．232 ．027 ．003 ．135 ．237 ．001
N 27 27 27 27 26 27 27 26 26 25 26 27
Pearsonの相関係数．408＊ 1 ．594騨．625林．463零 ．564皐零 ．080 ．539紳．352 ．431寧 ．302 ．539牌
交通 有意確率（両側） ．035 ．001 ．000 ．017 ．002 ．693 ．005 ．077 ．031 ．133 ．004
N 27 27 27 27 26 27 27 26 26 25 26 27
Pearsonの相関係数387＊ ．594牌 1 ．565緋．289 ．385零rlO2．202 ．083 ．453零 ユ55 ．297公園と
激N
有意確率（両側） ，046 ．001 ．002 ．152 ．047 ，614 ，321 ．685 ．023 ．450 ．133
N 27 27 27 27 26 27 27 26 26 25 26 27
Pearsonの相関係数．502牌 ．625＊宰 ．565継 1 ．270 ．484率 ．099 ．538零＊ ，510綿．396 ．376 ．593林余暇と
竓y 有意確率（両側） ．008 ．000 ．002 ．181 ．011 ．622 ．005 ．008 ．050 ．059 ．001N 27 27 27 27 26 27 27 26 26 25 26 27
Pearsonの相関係数．151 ．463零 ．289 ．270 1 ．508孝零 ．253 ．335 ．295 ．465奪 292 ．238
教育 有意確率（両側） ．462 ．017 ．152 ．181 ．008 ．213 ユ02 ，152 ．022 ．157 ．242
N 26 26 26 26 26 26 26 25 25 24 25 26
Pearsonの相関係数．404＊ ．564寧累 ．385零 ．484串 ．508林 1 ユ69 ．537牌．345 ．531勅．568騨，787林
買物 有意確率（両側） ．036 ．GO2 ．047 ．011 ．008 ．398 ．005 ．084 ．006 ．002 ．000
N 27 27 27 27 26 27 27 26 26 25 26 27
Pearsonの相関係数．238 ．080 rlO2。099 ．253 ．169 1 ．531聯．702林377 ．414寧 ．410＊
安心 有意確率（両側） ．232 ．693 ．614 ，622 ．213 398 ．005 ．000 ．064 ．035 ．034
N 27 27 27 27 26 27 27 26 26 25 26 27
Pearsonの相関係数．433串 ．539牌．202 ．538掌串 ．335 ．537林．531林 1 ．728零宰 ．359 ．642＊率 ．625料
家族 有意確率（両側） ．027 ．005 ．321 ．005 ．102 ．005 ．005 ．000 ．078 ．001 ．001
N 26 26 26 26 25 26 26 26 25 25 25 26
Pearsonの相関係数．567纏．352 ．083 ．510＊寧 ．295 ．345 ．702林．728牌 1 ．350 ．486寧 ．572縣
子供 有意確率（両側） ．003 ．077 ．685 ．008 ユ52 ．084 ．000 ．000 。093 ．014 ．002
N 26 26 26 26 25 26 26 25 26 24 25 26
Pearsonの相関係数．307 431零 ．453皐 396 ．465＊ ．531林．377 359350 1 ．487霧 ．400零
退職者 有意確率（両側） ．135 ．031 ．023 ．050 ．022 ．006 ．064 ．078 ．093 ，016 ．047
N 25 25 25 25 24 25 25 25 24 25 24 25
Pearsonの相関係数．240 ．302 ．155 376 ．292 ．568舞．414零 ．642綜 ．486牟 ．487寧 1 ．609寧＊コミュ 有意確率（両側） ．237 ユ33 ．450 ．059 ．157 ．002 ．035 ．001 ．014 ．016 ．001ニティ N 26 26 26 26 25 26 26 25 25 24 26 26
Pearsonの相関係数．591＊＊ ．539零＊ ．297 ．593林．238 ．787＊皐 ．410孝 ．625縣 ．572＊＊ ．400＊ ．609＊寧 1
総合 有意確率（両側） ．001 ．004 ．133 ．001 ．242 ．000 ．034 ．001 ．002 ．047 ．001
N 27 27 27 27 26 27 27 26 26 25 26 27
躍相関係数は5％水準で有意（両側）
’＊ 滑ﾖ係数は1％水準で有意（両側）
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　館山市の12のQOL項目について，相関分析を行った結果は，表3のとおりである。総合的
QOLと各領域のQOLとの相関係数は，「公園とレクQOL」と「教育QOL」を除いて．787から
．400でプラス（1％もしくは5％水準で有意）となっている。なお，「公園とレクQOL」と「教
育QOL」は有意ではないがプラスとなっている。
④重回帰分析の結果
表4　（1）モデル集計
モデル R R2乗 調整済みq2乗
推定値の
W準誤差
???
．782（a）
D857（b）
．612
B735
．592
D707
89，705
V6，105
a予測値：（定数），T買物。
b予測値：（定数），T買物，　T家族。
　　　　　　　　　②分散分析（c）
モデル 平方和 自由度 平均平方 F値 有意確率
1　回帰 253605，752 1 253605，75231，516 ．000（a）
残差 160939，70320 8046，985
全体 414545，45521
2　回帰 304498，0082 152249，00426，286 ．000（b）
残差 110047，44719 5791，971
全体 414545，45521
a予測値：（定数），T買物。
b予測値：（定数），T買物，　T家族。
c従属変数：T総合的QOL
　　　　　　　　　　　　　（3｝係　数a
モデル
非標準化係数 標準化係数
B 標準誤差 ベータ
? 有意確率
1　（定数）
@　T買物
208，556
@．683
80，140
@．122 ．782
2，602
T，614
．Ol7
D000
2　（定数）
@　T買物
@　T家族
87，086
@，471
@．378
79，385
@．125
@．128
．540
D426
1，097
R，761
Q，964
．286
D001
D008
　　　　　　　a従属変数：T総合的QOL
　最後に，総合的QOLを従属変数，各QOL項目を独立変数として，共線性の問題を回避する
ために，ステップワイズで，重回帰分析を行った。その結果は，表4のとおりで，「買物QOL」（2）
（β＝．540，ρ＜．001）と「家族QOL」〔3＞（β＝　．426，　p〈．01）からなるモデル2が採択された。調整済
（2）　「買物QOL」については，財（商品）の取得に関する消費者QOLを向上させ，広義では消費者QOL
　　の向上はQOL全体を高めるといわれている（Sirgy　2001，訳書p．321）。
（3）家族QOLについては，高橋（2008）の生活満足（非仕事生活満足）のリサーチでは，家族因子のβ
　　値は，．376（p＜．001）で最も高かった。家族QOLは全体的QOLを左右するという多くの研究が存在
　　する（p．134）。
　（855）　　　　　デルファイ法によるコミュニティQOLに関する予備的研究1
み決定係数は．707（p＜．001）と比較的高い値となっている。
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（3）パート3の集計
　ベリンハム市への交流訪問に基づく，QOLを向上させるためにベリンハム市から館山市が学
べる提言とその理由を求めたω。提言をまとめ，以下のような五十音順⑤のリストを作成した。
館山市への提言1「海岸と海上交通の整備」（平均値675，順位4位）
　提言理由：「ベリンハム市はヨットハーバー，公園，工業地のエリアを分けて整備しており，特
にフェリーが着岸できる湊が整備されている。館山も海を観光拠点としているが海上交通が整備さ
れておらず陸路のみである。海に囲まれた館山市としては海路からの交通も必要であると考える。」
　館山市への提言2「教育環境の改善」（平均値683，順位3位）
　提言理由：「日本の学校は，点数をとるための勉強でなく，心を成長させる勉強をもっと進め
るべきだと思う。また，館山にもWWUのような大学があれば，若者の流出が防げると思う。
また，学校の図書館や設備を一般にもう少し公開してくれたら良いなと思う。」
　館山市への提言3「計画的かつ長期的公共事業」（平均値640，順位6位）
　提言理由：「館山市では場当たり的かつ短期的な事業・施策が多いように思われ，市民が振り
回されているように感じるため，財政状況が厳しい今こそ，より計画的な整備が必要だと感じる。
直接市民生活や環境に結びつく政策を取るべきである。」
　館山市への提言4「景観への配慮」（平均値657，順位5位）
　提言理由：「街は永遠であり，環境との調和，景観への配慮した街並みは多くの市民の財産で
ある。街並みを美しくすることにより，まちの質と居住性が向上する。」
　館山市への提言5「ごみの分別」（平均値451，順位9位）
　提言理由：「男性の一人暮らしの家庭でも普通に分別して搬出しており，ごみの減量化につな
がる。」
　館山市への提言6「仕事と余暇の境界の明確化」（平均値611，順位7位）
　提言理由：「良い仕事をするために，充分な余暇が必要であり，ベリンハム市の人々は余暇の
過ごし方が上手だと思った。メリハリが必要。自分（家庭を含め）の時間が持てず，仕事の延長
を含め全てに「せかせか」した日々を送っている。プライベートな時間が確実に確保できること
により，余裕をもってあらゆる活動等への参加もでき，仮に多くの方がこの様になれば市全体も
あらゆる面で活性化につながると思う。」
　館山市への提言7「自然環境の保全と美化」（平均値704，順位2位）
提言理由　「自然を破壊することは，地球を住みにくい場所に変えてしまうから。まず，自然
（4）　なお，本調査では，ベリンハム市への提言についても回答を求めているが，紙幅の関係で別稿におい
　て考察を加えることする。
（5）　ランキング順のバイアスを避けるために，五十音順とした。
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が豊富であるということ。ごみのステーションが人の見えるところにない（自分の敷地内の見え
ない場所においてある。）のでまちが綺麗に見える。建物がセットバックし，前に芝が植えてあ
るので，道路が広く感じる。洗濯物が外に干していない。花のプランターが，街中の随所に見ら
れる。」
　館山市への提言8「市民・市職員の市政への関心と意識」（平均値813，順位1位）
　提言理由：「ベリンハム訪問で，ベリンハム市民は一人一人の行政への関心，貢献度が高く，
市に貢献することは，市民に恩恵をもたらすとの意識があると感じた。（ボランティアや財政面）
また，行政マンも常にプロ意識と誇りをもって日々仕事に取り組んでいる。館山市もこれまで以
上に市民・行政が“館山市自身”に興味を持つ必要があると思う。議会を夜開き市民が質問し議
員が答える。本当に市民ひとりひとりがベリンハム市をよりよい都市にしようという意識がある
と思う。市民が社会や地域へ参画し一員である意識の強さがまちづくりの良し悪しにつながって
いると思う。」
　館山市への提言9「地域の交流と助け合い」（平均値534，順位8位）
　提言理由：「現状では65歳以上の高齢者の増加，団塊の世代の人たちの退職などで働き盛りの
人たちの負担増がある。一生現役で役割があり，生き生きと張りがある生活ができるように近所
の人たちの交流もあり，たとえ独居であっても孤独な死はむかえないようにしていけたらいいの
では。」
　館山市への提言10「富裕層の誘致」（平均値448，順位10位）
　提言理由　「そのような人々が多くなれば，経済・文化が自然発生的に，発展してゆくと思わ
れる。」
5．ラウンド2の実施と集計結果
　ラウンド2は2006年9月に実施し，回答者数は19名であった。ラウンド2では，提言の1か
ら10までの各々について，提言理由を踏まえて，それぞれの提言について評価を求めた。具体
的には，最も重要と思われる提言を1，000点として，それぞれの提言について，1，000点から0
点で評価してもらった（6）。各提言の得点の平均は以下のとおりである。また，提案について，追
加すべき理由を記入してもらった。結果は以下のとおりである。
館山市への提言1「海岸と海上交通の整備」
新たに加わった理由：
　・館山市にとって直面した課題だから。
（6）　自分の意見に関する信頼性などについても回答を求めているが，それらを用いた分析は別稿で行う予
　定である。
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　・館山市は千葉県の最南端にあり，道路網の整備は若干だが進みつつある。だが，未だ脱却
　　できない半島性には海上交通の整が大きな手段となる。
　・ヨットハーバーを作り，海岸沿いにはおしゃれなショップや建物がたち並ぶ，葉山のよう
　　な町並みを目指してもらいたい。
　・かつて南欧風の景観を目指して作られた建築物が，今では逆に浮いてしまっている。
　・海岸整備とは別に，手つかずの美しい海岸線を有効利用すれば，さらなる発展が見込める。
　・かつて東京一館山間の定期就航便があった頃よりも，交通網が整備された今日の方が，観
　　光客・街の活気が減少している。改善には陸海の連携が必要である。
館山市への提言2「教育環境の改善」
新たに加わった理由：
　・館山市は大学が少ないため若者が市外流出してしまい，町に活気がない。
　・現在かろうじて館山が県南の文化，経済活動の中心となっているのは高等学校が集中して
　　存在したからだと思う。
　・現在の館山市は人口・税収面で衰退化しているが，WWUのような大学があれば，若者
　　の流出が防げ，逆に流入が見込める。また，雇用の場所が増え，税収の増・人口の増によ
　　り，市内の活性化が望める。
　。大学誘致や図書館の整備などを進めたい。
　・人材作り，癒される空間，町，人。
　・教育は全ての基本である。
　・学力低下を問題視するよりも，命の大切さを学習させる場を提供しないと，自分達の命も
　　危ない。
　・鴨川市の大学誘致では成功面（若者減少の歯止あ）と失敗面（犯罪や交通事故の増加）が
　　あったので，誘致には事前の充分な検討が必要。
館山市への提言3「計画的かつ長期的公共事業」
新たに加わった理由：
　・その目的自体が不可解なものが多い。不可解な目的のために税金が使われるのはたまらな
　　い。公共事業と称するからにはもっと公共の目的に使うべき。
　・今の事業は一部の人たちのためのようである。もっと市民に直接関係する生活や環境に関
　　する政策に重点を置くべきである。
　・気候風土により作られた文化・生活習慣を大切にし，市民生活の向上を図る事業を長期計
　　画的に実施する必要がある。特に道路，公園，下水路，下水道は重要。
　・場当たり的でどれも中途半端である。無駄が多い。
館山市への提言4「景観への配慮」
新たに加わった理由：
　・景観が良いことは，住民への快適性と来訪者への良い印象となる。観光立市を唱える館山
114　　　　　　　　　　　　　　『明大商学論叢』第91巻第3号　　　　　　　　　　　　　（858）
　　にそれは重要。
　・手付かずの自然が残る館山市は，これらの自然を失うような開発行為や公共事業をしてはな
　　らない。逆に自然環境を活かした街づくり，緑の多い行政指導，公共事業を手がけるべきだ。
館山市への提言5「ごみの分別」
新たに加わった理由：
　・徹底すべき問題である。
　・自然環境や景観のために重要
館山市への提言6「仕事と余暇の境界の明確化」
新たに加わった理由：
　・仕事や他の役割の負担が大きすぎて，自分の時間があまり取れず疲労を感じる。休みの日
　　でも仕事をしにいくことが常習化している。
　・常時緊張下にありストレスを感じる。良い仕事をするためにも帰宅後や休日を有意義に過
　　ごし，リフレッシュする必要がある。
　・自分も周囲も皆余暇を楽しんでいるようには見えない。このように余裕がなく過ごしてい
　　ると，行政と市民との協同の意識も持ちづらい。
　・館山市のみならず日本人全体が余暇の取得・過ごし方がへ夕だと感じる。余暇をきちんと
　　することによって仕事も質が高くなるはず。
　・休みといえば家でゴロゴロしたりするが，生きている上で本当に心の豊かさを感じられる
　　生活を学びたい。
館山市への提言7「自然環境の保全と美化」
新たに加わった理由：
　・一旦壊したらなかなか復活はできない。子々孫々まで自然を残すのは現代人の義務である。
　・ベリンハム市は街を開発する際にも自然を残すことに注意が払われているように感じた。
　・自然が豊かといわれる館山市も，保全という意味では意識が低いように思われるから。
　・自然破壊によって文明を築くのではなく，自然との調和，保存を中心に考えていくべきで
　　ある。
　・観光立市であるので，町並みや景観や人々の生活が汚れていればイメージダウンとなるから。
　・観光立市を推進している割には市内の環境はおろそかである。
　・地球が危ういと感じているから。
館山市への提言8「市民・市職員の市政への関心と意識」
新たに加わった理由：
　・館山市の職員は他に比べて誇りを持って仕事に取り組んでいる方だと思う。それでも，ボ
　　ランティアについては意識が低い。人からの依頼に応じるものや，活動経費も出さない傾
　　向にあり，してあげているという意識が強い。ボランティアはもっと本来的になるべきで，
　　それを行政側も醸成するべき。
（859）　　　　　　デルファイ法によるコミュニティQOLに関する予備的研究1　　　　　　　115
　・住民の意識が変わらなければ，周りがどれほど努力をしてもその町がかわることはない。
　・一番コストがかからず，今すぐに実行可能であり，また効果も絶大であると思われるから。
　・館山の地域では，隣近所の付き合いや手助けは古くからの当然の慣習であり，これも立派
　　なボランティアである。しかし市街地ではこれが徐々に失われつつあると思う。
　・自分達が生活する町は自分達で守るという気持ちが大切である。
館山市への提言9「地域の交流と助け合い」
新たに加わった理由：
　・近年，自己中心的な人が多くなり，地域コミュニティが希薄化する状況である。行政の事
　　業には限りがあり，地域の力を高めるには地域コミュニティの情勢が必要である。
　・高齢者が多くなった今，まさに取り組まなければならない問題だと思う。働き盛りの人へ
　　の負担は厳しいが，高齢になっても生き生きとした生活ができる環境作り（就労機会，各
　　種教室，ケア施設，地域交流一防犯・サークル活動など）は必要であり，当然である。
館山市への提言10「富裕層の誘致」
新たに加わった理由：
　・ある意味，富裕層の人々は各方面で成功をおさめた人だと思う。その人たちの考えに触れ
　　ることにより，刺激を受けられるのではないか。
　・ヨットハーバーを作ることによって，富裕層がヨットやクルーザーを鏡々浦に停泊させ，
　　夏になるとバカンスに来るようになれば，経済的なメリットは大きいと思うし，観光地と
　　して全国的に認知される様になるから。
6．ラウンド3の集計結果
　ラウンド3は2006年11月および12月に実施し，回答者数18名であった。集計結果のヒスト
グラムと追加された理由を提示して，もう1度10の項目について評価を求あた。その際，ラウ
ンド2の自分の回答結果も送付し，検討を加えてもらっている。平均値は，ラウンド2とラウン
ド3では，以下のように変化した。
　　増加した提言：
　　提言3「計画的かつ長期的公共事業」：640→703
　　提言9「地域の交流と助け合い」：534→631
　　微減した提言：
　　提言5「ごみの分別」：451→444
　　提言6「仕事と余暇の境界の明確化」：611→600
　　提言7「自然環境の保全と美化」：704→678
　　提言8「市民・市職員の市政への関心と意識」：813→800
　　減少した提言：
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　提言1「海岸と海上交通の整備」：675→594
　提言2「教育環境の改善」：683→582
　提言4「景観への配慮」：657→585
　提言10「富裕層の誘致」：448→331
また，順位の変化は以下のとおりである。
　順位を上げた提言：
　提言1「海岸と海上交通の整備」：4位から6位へ
　提言3「計画的かつ長期的公共事業」：6位から2位へ
　提言6「仕事と余暇の境界の明確化」：7位から5位へ
　提言9「地域の交流と助け合い」：8位から4位へ
　順位が変わらない提言：
　提言5「ごみの分別」：9位
　提言8「市民・市職員の市政への関心と意識」：1位
　提言10「富裕層の誘致」：10位
　順位を下げた提言：
　提言2「教育環境の改善」：3位から8位へ
　提言4「景観への配慮」：5位から7位へ
　提言7「自然環境の保全と美化」：2位から3位へ
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7．ラウンド2から3への変化についての分析
①　T検定の結果
表5対応サンプルの検定
対応サンプルの差
平均値 平均値の
差の95％信頼区間 ‘値 自由度 有意確率i両側）標準偏差 標準誤差 上限 下限
ペア1　提言l　R2－R380，556275，54264，946一56．468217，5791，240 17 ．232
ペア2　提言2　R2－R3101，111303，46871，528一49．800252，0221，414 17 ．176
ペア3　提言3　R2－R3一63．389286，44267，515一205．83379，055一．939 17 ．361
ペァ4　提言4　R2－R372，778167，60639，505一10．571156，1261，842 17 ，083
ペア5　提言5°R2－R36，667251，06859，177一118．187131，520 ．113 17 ．912
ペア6　提言6’R2－R311，176236，24457，297一110．289132，642 ．195 16 ．848
ペア7　提言7：R2－R325，294229，40555，639一92．655正43，243 ．455 16 ．655
ペア8　提言8：R2－R313，333193，84745，690一83．064109マ31 ．292 17 ．774
ペア9　提言9：R2－R3一97．222211，54449，861一202．420 7，976一1．950 17 ．068
ペア10提言10：R2－R3ll7，500260，80665，202一21．474256，4741，802 15 ．092
ラウンド2から3への変化を探るために，対応のあるT検定を行った。結果は表5のとおり
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である。10％水準で有意な差が認められた提言は，提言4の「景観への配慮」，提言9の「地域
の交流と助け合い」，提言10の「富裕層の誘致」である。なお，「景観への配慮」と「富裕層の
誘致」は得点が下がり，「地域の交流と助け合い」は得点が上がっている。
②　因子分析
表6　回転後の因子行列（a）
?
子
1 2 3 4
海　岸 ．210 一．152 一，026 ．744
教　育 ．814 一．072 一〇53 一．084
計　画 一．117 ．033 ．789 一265
景　観 ．261 ．368 一．140 ．225
ご　み ．255 ．448 ．090 ．052
仕　事 rl64 ．174 ．034 ．280
自　然 一．054 ．812 一．066 ．012
市　民 一〇71 ．041 ．427 ．170
地　域 一．188 。486 ．175 一．131
富　裕 ．723 ．142 一．282 ．230
　ラウンド2から3への変化を探るために，因子分析（バリマックス回転）を行った。結果は表
6のとおりである。第1因子は，提言2「教育環境の改善」が．814と提言10「富裕層の誘致」が
．723と高い値になっている。館山市にはベリンハム市のように大学がないので，大学を誘致する
ことによって，館山市の教育QOLを高めるという提言と推察される。また，富裕層を誘引する
ことによって，地域を活性化しようという提言と理解することができる。そこで，これらに共通
している因子として，「外部資源導入因子」と名づけることができよう。
　他方，第2因子は，提言7「自然環境の保全と美化」，812，提言9「地域の交流と助け合い」
．486，提言5「ごみの分別」．448，が高い値となっている。これらは，地域に存在するものであ
り，「内部資源活用因子」と呼べるであろう。
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表7ラウンド2から3への変化
（862）
一2．00000
押檸　　押　，押
　　　　押・画
　　箇　　運
押 ????
一1．00000 　　0．00000
内部資源活用因子
1．00000 2．00000
　これら2つの因子に関して，各々のパネリストの因子得点をラウンド2とラウンド3で求めそ
れらをプロットしたものが，表7である。なお，匿名性を担保するために，アルファベットで表
記しており，数字はラウンドを示す。3がないアルファベットは，ラウンド3に参加していない
ことを示している。
　さて，表7では，ラウンド2からラウンド3への変化を見ることができる。ほとんど変化のな
いパネリスト（意見の変化がないパネリスト），多少の変化のあるパネリスト（意見の微調整を
したパネリスト），大きな変化があるパネリスト（意見の大幅な変更をしたパネリスト）に分け
ることができよう。たとえば，A，　C，1，0，　Sのパネリストはラウンド2から3への変化によ
りポジションが象限をまたいで変化している。
　変化があることは見とあられたが，どのような理由で，あるパネリストが意見を変えたのか，
またどのような理由で，別のパネリストは意見を変えなかったについては，さらなる分析が必要
である。これは今後の課題としたい。
8．むすびにかえて
　これまでのデルファイ研究では結果を重視する傾向があり，変化プロセスはブラックボックス
化とされ，分析さることがほとんどなかったといえる。その意味で，本研究では変化プロセスを
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重視している点に特徴があるといえる。だが，調査途中であり，ここでは中間報告としてのむす
びを記載することにとどめたい。
　まず，ラウンド1において，館山市の総合的QOLを従属変数，同市の12の個別QOLを独立
変数として，ステップワイズで，重回帰分析を行った結果は，「買物QOL」（β＝．540，　p＜．OOI）
と「家族QOL」（β＝．426，　p〈．01）からなるモデルが採択され，調整済み決定係数は．707（p
〈．001）と比較的高い値となった。また，ベリンハム市への訪問経験に基づいて，館山市への提
言とその理由を求めた。
　次に，ラウンド2では，館山市への10の提言とその理由を提示し，重要さの順位と得点，な
らびに追加の理由を求めた。そして，ラウンド2の集計結果を提示し，それらを踏まえて，ラウ
ンド3で，重要さの順位と得点などを求めた。ラウンド2とラウンド3の結果を比較することに
よって，パネリストの意見の変化を部分的にではあるが明らかにすることができた。パネリスト
たちの議論の結果として，QOLの項目別で，平均値において統計的に有意な変化があったのは，
提言4の「景観への配慮」，提言9の「地域の交流と助け合い」，提言10の「富裕層の誘致」で
あった。他方，個々のパネリストについては，因子分析の因子得点の変化から，ラウンド2とラ
ウンド3の議論を通して，ほとんど意見を変化させなかったグループ，多少意見を変化させたグ
ループ，それに大きく意見を変化させたグループに大別することが可能であることが明らかと
なった。
　マーケティングの領域では，デルファイ法を用いた研究は少ない（7）。しかし，この方法はQOL
研究において汎用性があり可能性を秘めた方法であると思われる。
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